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地球環境問題への取組み
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>> 再生可能エネルギー
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>> 地球温暖化
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>> 温室効果ガス
>> CO2排出クレジット>> ライフサイクル用語集をご覧ください

1

【参考】ＦＩＴによる再エネの導入拡大とCO2排出抑制効果
　2012年７月に開始した固定価格買取制度（FIT）は、国が
電気料金とあわせて全国のお客さまから一律で徴収した賦
課金により、再エネの導入促進を図る制度です。九州地域は
自然条件に恵まれていることから、全国的に見ても導入が
進んでおり、本制度による再エネ設備の導入量は、全国の約
2割を占めています。
　FITで導入された再エネは、発電の際にCO２を発生しない
ため、FIT以外の電源で同量の電気を発電した場合のCO２排
出量を抑制したと考えることができます。この抑制量を
2015年度で試算※すると、全国で約2,400万トンとなります。
これは、2014年度の電気事業連合会関係12社の温室効果ガ
ス排出量（4億5,700万トン）の約5.3％に相当する量です。

※：「FITによる買取電力量(全国総量)及び全国平均係数」　
　 （経産省HP）を用いて算出

社外ステークホルダーのご意見

ＣＯ２排出量の削減は、日本だけでなく、
地球規模で取り組むべきテーマである。

P11 ＣＯ２排出実績

　低炭素社会の実現に向け、安全の確保を大前提とした原子力発電の活用、再生可能エネルギーの積極的な開発・導入、火
力発電所の熱効率向上などに取り組んでいます。

安全の確保を大前提とした原子力発電の活用
　東日本大震災の発生前（2010年度）と比較すると、CO２
排出量は大幅に増加していますが、川

せん

内
だい

原子力発電所１、
２号機の通常運転に復帰により、2015年度のCO２排出量
は2014年度よりも減少する見通しです。
　原子力発電は、再生可能エネルギーと同様に、発電時に
CO2を排出しないことから、地球温暖化対策として優れ
ているとともに、エネルギーセキュリティの観点からも
引き続き重要性は変わらないものと考えています。

2．電気の供給面での取組み

電力購入については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力の購入についてWEB

電力受給契約件数実績については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 電力受給契約件数実績WEB

再生可能エネルギーの積極的な開発・導入
　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策面
で優れた電源であることから、再生可能エネルギーの開
発・導入にグループ一体となって取り組んでいます。
2030年までに、九州電力グループとして、地熱や水力を
中心に、国内外で400万kW（現状＋250万kW）の開発を
目指し、再生可能エネルギー事業を展開していきます。
　2014年9月、太陽光の接続申込みの急増を踏まえ、接
続申込みへの回答を保留させていただきました。その後、
国により九州本土の接続可能量が検証され、2014年12
月に太陽光の指定電気事業者に指定されました。また、
2015年1月には、固定価格買取制度（FIT）の運用見直し
にかかる省令の改正が公布、施行されました。このような
状況を踏まえ、新たなルールのもと、再生可能エネルギー
を最大限受け入れられるよう取り組んでいます。
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1．2015年度の温室効果ガス排出実績
CO2排出実績
　東日本大震災の発生以降、玄海及び川内原子力発電所の
停止により、代替する火力発電の電力量が大幅に増加した
ことから、震災前（2010年度）と比較すると、CO２排出量は
大幅に増加しています。
　2015年度のCO２排出量は現在算定中※1であるものの、川
内原子力発電所の1、２号機が2015年9月と11月にそれぞ
れ通常運転に復帰したことにより、2014年度実績と比較す
ると減少する見通しです。
　なお、定期検査を除き、年間を通じて川内原子力発電所
１、２号機が運転を行う予定の2016年度については、CO２
排出量の更なる抑制が期待できます。
※1：算定が終わり次第、九州電力ホームページ等でお知らせします（7月末予定）。

※：他社からの受入電力のうち、燃料種別が特定できないものを除く。なお、本構成比は、販売電力
　  量における電源構成比とは異なる。

※2：CO2排出クレジット、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）に伴う調整等。

九州電力のCO2排出状況
販売電力量あたりのCO2排出量（調整後※2、kg-CO2/kWh）

［　］内は実排出量及び排出係数の値
CO2排出量（調整後※2、万トン-CO2）販売電力量（億kWh）
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（注1）国が定めた「事業者排出係数の算定方法」により算出。
（注2）FITの調整によるCO2排出量の増加分が、CO2排出クレジット取得による削減分を上回

ったため、2013年度と2014年度は調整後排出係数が実排出係数を上回りました。
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詳細は九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　  オゾン層の保護WEB

■ 一酸化二窒素（N2O）
　主に火力発電所での燃料の燃焼に伴い発生するため、発電
所の利用率により発生量が変動しますが、火力総合熱効率の
向上等に取り組むことにより、排出抑制に努めています。

■ ハイドロフルオロカーボン（HFC）
　空調機器の冷媒等として使用していますが、機器の設
置・修理時の漏洩防止、回収・再利用を徹底しています。フ
ロン類（規制対象フロン含む）を使用している業務用冷媒
機器等については、2015年４月に施行されたフロン排出
抑制法に基づき、対象機器の点検を徹底し、機器新設時や
取替時には、規制対象フロン不使用機器の導入を進めて
います。

■ その他の温室効果ガス
　火力発電所での燃料の未燃焼分としてメタン（CH4）が
排出されますが、排ガス中の濃度が大気中の濃度以下で
あることから、実質的な排出はありません。また、一部の
変圧器では、冷媒及び絶縁体としてパーフルオロカーボ
ン（PFC）が使用されている例がありますが、当社での使
用はありません。

CO2以外の温室効果ガス排出実績
■ 六フッ化硫黄（SF6）
　優れた絶縁性を持つことから、電力機器の一部に使用
しています。機器の点検・撤去にあたっては、大気中への
排出を極力抑制しています。

関連・詳細情報（P2参照）　 固定価格買取制度(FIT)の調整により
九州電力のCO2排出量が増加する理由

WEB
詳細は九州電力ホームページ

CO2排出量再生可能エネルギー 火力 原子力
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日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較については、九州電力ホームページ
関連・詳細情報（P2参照）　 日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較についてWEB
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発電電力量構成比※とCO２排出量の推移
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単位：万トン-CO2※SF６排出量

※：SF６ガス重量をSF６の温暖化係数（22,800（2014年度までは23,400））を用いて、CO２の重量に
換算。
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単位：万トン-CO2※HFC排出量

※： HFCガス重量をHFCの温暖化係数（12～14,800（2014年度までは140～11,700））を用いて、
CO2の重量に換算。
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※： N２Oガス重量をN２Oの温暖化係数（298（2014年度までは310））を用いて、CO２の重量に換算。
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>>私の環境アクション

　私は、全国的に見ても高い晴天率
と長い日照時間により、太陽光発電
の申込みが多い宮崎県で再生可能エネルギーの受入審査を
担当しています。
　天候による出力変動が大きい太陽光発電の連系が拡大す
ると、電圧の不安定化などにより、電力の安定供給に支障を
きたす恐れがあります。電圧の品質を維持するためには、電
線の張替えや電圧調整器の設置などの設備対策が必要にな
りますが、その検討には多くの知識と経験が必要です。私は
まだ経験が浅く、業務で苦労することもありますが、職場の
仲間と議論しながら最適な対策を導く過程は、活気があり
とても勉強になります。今後も持続可能な社会の実現のた
め、少しでも多くの再生可能エネルギーを連系できるよう
努めていきます。

再生可能エネルギーを
積極的に受け入れています
宮崎配電センター 宮崎配電事業所
設備管理グループ

井 上 耕 介
いのう え    こ う す け

http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_fit.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report16_ozone_layer.html

